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＜質 問＞ 

区議会公明党を代表して一般質問を行います。 

 初めに、介護予防・日常生活支援総合事業についてお伺いします。 

 団塊の世代が 75歳以上を迎える 2025年には、介護費用の増加と介護人材不足が危惧されてい

ます。 

 厚生労働省の推計では、国の年間の介護費用は 2014年に約 10兆円だったものが約 21兆円と倍

増し、介護職の人材不足は 37万人を超えるというものです。 

 そのような中、平成 27 年４月施行の改正介護保険法を受けて、品川区は 23 区の中でもいち早く

「新しい総合事業」を開始しました。 

 新しい総合事業、略して「総合事業」とは、国が全国一律に定めた基準による訪問介護・通所介護

サービスを市区町村の地域支援事業に移行して、各自治体が地域の実情に応じた介護予防・日常生

活支援サービスを提供するもので、従来よりも適切かつ効率的に介護資源を活用することで利用者

ニーズに応えていくことが期待されます。 

 また、同サービスは地域包括ケアシステムにおいても医療などと同等の重要な役割を担い、その

意味からも総合事業の行く末が品川区の高齢者福祉を左右する重要な事業であると言えます。 

 そこで、質問の１点目は、新たな担い手の構築についてです。 

 総合事業の担い手となる介護従事者には、国の有資格者であるケアマネジャーや介護ヘルパー、

社会福祉協議会が本年度から実施する「すけっと品川」養成講座など自治体等が実施する研修を通

じて一定程度の専門性を身につけた人がいます。 

 そして、総合事業の生活支援サービスの新たな担い手としては、社会福祉協議会のさわやかサー

ビスや地域センターでのふれあいサポート、支え愛・ほっとステーションの支援員、さらにはシルバー

人材センターの方々など、資格を持たないボランティアなどの活用も不可欠と考えます。 

 一方で、こうしたボランティアは、提供するサービスが同じでも、運営形態や利用料等の違いもあ

り、シルバー人材の方々はボランティアとは違う性格を有しているなど、今後、サービスを担う上で

越えなければならないハードルが多く存在します。 

 ことしの第１回定例会にて会派から同様の趣旨で質問した際、「ボランティアやＮＰＯ等による多様

なサービスについては、社会福祉協議会やシルバー人材センターなど、さまざまな社会資源等と協

議し、おおむね１年程度で持続可能なサービス体系を整えていく」との答弁がありましたが、その後

の進捗状況についてお聞かせください。 

 また、担い手の構築に当たり、要介護とならない非該当の方への既存の生活支援サービスとの位

置づけをどのように考え、構築を図っていくのか、あわせてご所見をお伺いします。 

 質問の２点目は、協議体の設置とコーディネーターの配置についてです。 

 総合事業では、地域における住民の主体的な取り組みを支援、育成していくことが求められてい

ます。増大する高齢者の介護予防ニーズに応えるためには、お互いが支え合う地域づくりや、地域

の実情に即した事業を協議する場が求められます。国は、地域の多様な主体が支える仕組みづくり

のため、自治体に協議体を設置するよう勧めています。 

 そこで、先ほど質問した新たな担い手の構築に向けた協議体の設置が早急に必要と考えますが、

ご所見をお伺いします。 

 また、協議体は品川区に１つだけではなく、各地域のニーズや資源を把握し、地域で活動する住民

とのコミュニケーションをとりながら担い手の発掘や育成、担い手同士の交流が図れる場を地域ご



とに設置することが必要と思いますが、どのような形での協議体が想定されるのか、区のお考えを

お示しください。 

 さらに、国では、多種多様な担い手の効果的な活用や新たな担い手の発掘、育成を行う（仮称）生

活支援サービスコーディネーターの必要性を指摘していますが、配置に向けた今後の方向性につい

て、区のご所見をお伺いします。 

 質問の３点目は、一般介護予防事業の再構築についてです。 

 総合事業の中には、介護保険の第１号被保険者、いわゆる元気高齢者が対象となる一般介護予防

事業があり、デイサービスセンター活用型や区民協働型など 15事業が実施されています。 

 品川区は、この一般介護予防事業について、既存の事業を継続しつつ効果的、効率的な事業の見

直しを行うとしていますが、どのような視点から見直しを図られるのか、スケジュールとあわせてお

知らせください。 

 ところで、一般会計で実施する健康づくり事業の中にも類似の事業があり、どちらも元気高齢者

が対象となっています。 

 見直しに当たっては、こうした事業も含めた再構築が必要と思いますが、区のご所見をお伺いい

たします。 

 次に、防災対策についてお伺いします。 

 先日の台風 18 号の影響により、東日本を中心にかつてない豪雨による被害が続出し、とうとい命

が犠牲となりました。被害に遭われた方々に心よりお悔やみとお見舞いを申し上げます。 

 東日本大震災から４年半が過ぎ、改めて防災対策の重要性に思いをいたし、区のさらなる対策の

充実を求めて質問いたします。 

 １点目は、災害時の医療体制について伺います。 

 品川区は、平成 24年５月から災害時医療体制に係る関係機関との協議、検討を行い、平成 24年９

月、東日本大震災の教訓を踏まえ、東京都から発表された災害医療体制のあり方を踏まえた緊急医

療救護所の設置等、災害時の医療体制の整備を図ってきたと認識しています。 

 その結果、現在、区内の７つの病院が緊急医療救護所として災害発生時に多数の傷病者が発生し

た場合に緊急度や程度に応じ適切な搬送、治療、いわゆるトリアージを行うこととなっており、定期

的な開設訓練も実施しており、去る９月１日、防災の日には、昭和大学病院との合同訓練を厚生委員

会の委員が視察したと伺いました。 

 そんな中、課題となっている緊急医療救護所の未設置地域での早期設置について、設置済みの７

か所とは異なり、病院ではなく学校に設置する方向が示されています。 

 地域内に病院がないため、いたし方ないとは思いますが、一部の関係者からは、トリアージ後の重

傷者等の搬送のおくれや必要な医療体制が未整備等、心配の声を聞いています。 

 そこで、同救護所の設置に向けた今後の考え方とスケジュールについて、またトリアージ後の搬送

体制の整備や医療器具等の装備品について、区のお考えをお聞かせください。 

 さらに、設置に当たっての関係機関や区民への周知について、ご所見をお伺いします。 

 質問の２点目は、災害時要援護者支援個別計画の促進についてお伺いします。 

 平成 25 年６月の災害対策基本法の一部改正により、要援護者の定義が整理され、高齢者、障がい

者、乳幼児等の要配慮者のうち、避難時に特に支援が必要な方を避難行動要支援者として名簿の作

成等が義務づけられました。 

 品川区では、既に平成 10 年度から災害時要援護者支援事業を実施し、平成 19 年度には全町会で

の名簿作成が完了し、現在、約 4,000 名の方が登録されており、地域住民の協力による避難誘導ワ

ークショップ等を通じた避難体制の整備が図られています。 



 一方、私も議会等で何度か指摘しましたが、災害発生時に「誰が、どの要援護者を、どこに避難さ

せるのか」といった具体的な個別計画はなかなか進まない現状があり、担い手となる支援者の確保

が課題の１つとなっています。 

 区では、現在、防災アドバイザー研修やその後のステップアップ研修を通じて支援者の確保に努

めておりますが、受講に当たっては町会・自治会の推薦が必要なため、限られた応募にとどまってい

ました。 

 こうした状況を踏まえて、今年度は一般公募を実施したとのことで、一定の評価はいたしますが、

さらなる支援者の確保が急務です。 

 報道等によりますと、区では来年３月にリニューアルオープン予定の防災センター、（仮称）しなが

わ防災体験館の開設に合わせて防災学校を開設するとのことでした。 

 そこで、開設に当たってのコンセプトをお聞かせください。 

 また、同施設内には、避難行動要支援者の搬送訓練用のブースも設置されることから、開設予定

の防災学校で一般公募を含めた要援護者支援の研修を実施し、受講者を町会等へマッチングする

など、災害時要援護者支援の担い手の育成を実施し、要援護者の個別計画策定の促進を図るよう要

望いたしますが、ご所見をお伺いします。 

 次に、ワークライフバランスの推進についてお伺いします。 

 生活を支え、生きがいや喜びをもたらす仕事と同様に、家事、育児、近隣とのつき合いなども暮ら

しに欠かすことができないものであり、それぞれの充実があってこそ人生の生きがい、喜びは倍増

します。 

 しかし、現実には、安定した仕事につけず経済的に自立することができない、また仕事に追われ心

身の疲労から健康を害しかねない、仕事と子育てや親の介護との両立に悩むなど、仕事と生活の間

で問題を抱える人が多く見られます。このような実情が働く人々の将来への不安や豊かさが実感

できない大きな要因の１つとなっており、社会活力の低下や少子化、人口減少につながっているとの

指摘もあります。 

 こうした課題を解決するため、平成 19 年 12 月、関係閣僚、経済界、労働界、地方公共団体の代表

等から成る官民トップ会議において、仕事と生活の調和、いわゆるワーク・ライフ・バランス憲章が制

定され、推進のための行動指針が策定されました。 

 国では、行動指針を踏まえて、この間、国民運動を通じた機運の醸成、制度的枠組みの構築や環

境整備などに積極的に取り組む中、近年ではワークライフバランスという概念は少しずつ社会に浸

透し始め、大企業や従業員 50 人から 300 人を抱える中企業では、育児休暇など、さまざまな配慮

がなされてきています。 

 今後は、従業員 20 人以下の製造業や５人以下の商業、サービス業などのいわゆる小規模企業に

おけるワークライフバランスのさらなる推進が課題の１つとなっています。 

 そこで、質問の１点は、品川区のワークライフバランス推進の現状と評価についてお伺いします。 

 品川区は、これまでワークライフバランス推進のため、年１回のワークライフバランス導入セミナ

ー、コンサルティング経費助成、事業所内育児スペース設置助成、ベビーシッター経費助成を実施し、

平成 26 年度からは配偶者出産休暇制度奨励金をスタートするなど、積極的に取り組んでいると認

識しています。 

 そこで、これまでの取り組みの現状と成果など、施策に対する区の評価についてお伺いします。 

 また、評価に当たり、国では、就業率やフリーターの数、男性の育児休業取得率等 14 の指標を示

し、それぞれに目標値を設定し、最新値の動向から評価を行っておりますが、区では明確な指標等は

特に定めていないと伺っています。 



 そこで、区としてどのような指標を用いて、どのような視点からワークライフバランスの推進状況

を評価しているのか、また今後行っていく予定なのか、あわせてお聞かせください。 

 質問の２点目は、ワークライフバランスのさらなる推進についてお伺いします。 

 急速な少子高齢化や人口減少が叫ばれる中、今後の労働人口の大幅な減少が危惧されています。

一般に働き手とされる 15歳から 64歳の生産年齢人口は、現在の約 7,700万人から 45年後の 2060

年には約 4,400万人まで減少するとされており、労働人口の約４割が消えることとなります。加えて、

10 年後には団塊の世代が後期高齢者となり、要介護者の急増により家族の介護が必要となる方の

割合は、現在の１割強から約３割に増え、職場では３人に１人が家族の介護をしながら働く時代がすぐ

そこまで来ております。 

 そんな中、今国会で成立した女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、いわゆる女性活

躍推進法により、今後ますます職場や社会で女性が活躍する場面が増えていくことが期待される

一方、パートナーとしての男性の働き方の改革がさらに求められてきます。 

 そこで、今後は働く意欲のある高齢者や女性の力をさらに活用するための環境整備が求められ

ますが、行政の施策においては、例えば保育園の入園基準は、勤務時間が長いほどポイントが増え

るなど、ワークライフバランス推進に当たって整合性が図りづらい施策もあるように感じます。 

 そこで、こうしたさまざまな課題について、区の認識と課題を踏まえたさらなるワークライフバラ

ンス推進の考え方についてご所見をお伺いします。 

 さて、現在、区では、国からの求めを受け、地方版総合戦略策定に向け、設置した総合戦略策定委

員会にこれを諮問し、12 月 24 日に答申をいただく予定となっています。策定に当たり国から示され

た４つの基本目標の中に、地方における安定した雇用の創出や若い世代の結婚、出産、子育ての希

望をかなえる等、ワークライフバランスと深く関連する目標が掲げられています。 

 そこで、策定中の地方版総合戦略の中にワークライフバランスの視点をしっかりと盛り込み、全庁

的な推進をさらに図るよう要望いたしますが、ご所見をお伺いします。 

 次に、中小企業への事業承継支援について伺います。 

 現在、中小企業経営者の平均年齢は 60歳に達し、経営者が引退期を迎える中、多くの企業で後継

者問題が喫緊の課題となっており、品川区内の企業も例外ではありません。 

 そんな中、去る８月 21 日、参議院本会議で、事業承継税制の優遇措置の対象を親族以外にも拡大

するなどの改正中小企業経営承継円滑化法が可決成立し、来年４月から施行される予定となりまし

た。 

 これによって、事業承継支援における親族と親族外の区別が全て取り払われ、第三者への承継が

しやすくなることで、企業の後継者問題解決の一助となることが期待されます。 

 また、同改正法には、小規模企業共済制度の機能強化も盛り込まれるなど、経営者の退職や廃業

後の生活の安定が一層図られることとなりました。 

 品川区では、これまで経営相談やビジネスカタリストの活用などを通じて事業承継への支援を行

っておりますが、区内の中小・小規模事業者が安心して事業承継やソフトランディングが図れるよう、

さらなる拡充が必要です。 

 そこで、先ほどの法改正の趣旨を区内事業所に漏れなくわかりやすい周知を図るとともに、経営

相談の中できめ細かなアドバイスを実施するよう要望します。 

 また、事業承継の相談があった際には、後継者不足等で廃業を余儀なくされている企業等に、区

が同業他社や取引先等への技術やノウハウの譲渡や企業買収、合併等のマッチングを実施するな

ど、事業承継支援のさらなる拡充を図るよう要望いたしますが、区のご所見をお伺いします。 

  



最後に、資源回収の拡充についてお伺いします。 

 品川区では、ごみ減量のため、廃棄物減量等推進審議会を設置し、２年おきに答申がなされてい

ます。平成 27年３月の答申では、近年、回収量が約２万 5,000 トン台で横ばい状態にある資源回収に

ついて、平成 24 年度に実施した品川区ごみ排出実態調査で、ごみの中に資源化可能な紙類などが

多く混入していることが判明したことを受けて、集団回収や事業系のリサイクルを拡大する余地が

あることを指摘しています。さらに、集団回収が拡大し、行政回収との役割分担が進めば、行政コスト

削減の可能性もあることから、さらなる集団回収の推進が必要と述べています。 

 そこで、質問の１点目は、資源の集団回収の促進についてです。 

 先ほどの審議会の答申では、管理組合がない既存のアパート、マンション等で集団回収ができて

おらず、このような賃貸住宅に集団回収を拡大することで回収量を増やす余地があるとしていま

すが、今後の啓発など、どのような取り組みを考えているのか、お伺いします。 

 また、集団回収の推進は、直接的にはごみの減量を目的に実施されていますが、それだけではな

く、地域のリサイクル意識の向上やコミュニケーションの深化、資源回収の売上金を団体が有効活用

できるなどのメリットがあります。集団回収の団体によっては、回収の日時や業者との契約を見直す

ことで回収量や売り上げが増えたとの話も聞いており、契約内容や回収の仕方によってはまだまだ

伸びる余地があると思います。 

 そこで、回収団体の方々への丁寧な情報提供など、効果的な回収方法への改善を図るための区

の施策についてご所見をお伺いします。 

 質問の２点目は、事業系ごみの資源回収についてです。 

 審議会の答申では、事業系ごみの中にいまだに多くの資源物がごみとして排出されている実態

があり、事業者へのさらなる意識啓発やきめ細かな情報提供の必要性が指摘されています。 

 事業者の廃棄物は、資源も含み、有料ごみ処理券を添付して区の収集に出すか、または一般廃棄

物処理業者に委託するかのいずれかで処理しています。 

 しかし、排出する資源物が少ない小規模事業者は処理委託料が割高となるため、区では、現在、リ

サイクル事業協同組合の事業者と連携して、より安い経費で排出できるシステムを構築していると

伺っています。 

 そこで、区が率先して小規模事業所を取りまとめた資源回収ルートの拡大を図るなど、事業系ご

みの資源回収のさらなる促進を図るよう要望いたしますが、ご所見をお伺いいたします。 

 以上で一般質問を終わります。ご清聴、大変にありがとうございました。（拍手） 

 

＜答 弁＞ 

◯区長 （濱野健君） 

私からは、介護予防・日常生活支援総合事業についてお答えをいたします。 

 初めに、新たな担い手の構築でありますが、現在、社会福祉協議会とシルバー人材センターにヒア

リングを実施し、利用者像や利用実績、利用方法、利用料金等について現状を確認しているところで

あります。非該当の方も含め、必要とされる段階に応じた生活支援サービスを整えていくには、今後、

さまざまな活動団体と協議しながら体系化を図り、利用方法等について調整してまいります。 

 次に、協議体の設置とコーディネーターの配置についてですが、品川区には既にさまざまな会議

体や仕組みができております。これらをもとにして協議体を区に１つ、日常生活圏域ごとに１つずつ

設置してまいります。また、生活支援コーディネーターにつきましても、配置の目的や役割を明確に

し、各地区に配置する方向で検討を進めております。 

 次に、一般介護予防事業の再構築でありますが、現在、既存の事業について継続しつつ、介護予



防の効果がさらに発揮されるよう、事業内容を検証する必要がございます。介護予防機能強化支援

員である理学療法士等の専門的な評価を踏まえ、一般介護予防事業を含め、サービス体系を一部

組みかえていくことになります。さらに、健康づくり事業も含めた再編成となりますと、委託先事業

者や関係団体との調整に一定の時間を要しますが、できるだけ早期にできるよう努力してまいりま

す。 その他の質問等につきましては、各担当部長よりお答えを申し上げます。 

 

◯災害対策担当部長（曽田健史君） 

私からは、防災対策についてお答えします。 

 初めに、災害時の医療救護体制についてですが、緊急医療救護所の未設置地域にあります三木

小学校、豊葉の杜学園、ウエルカムセンター原、八潮学園の医療救護所については、ほかの学校医療

救護所より早期に立ち上げる計画です。医療器具等については、７か所の緊急医療救護所および 13

か所の学校医療救護所への配備は平成 26 年度に完了しておりますが、早期開設する学校医療救護

所については、関係機関から追加配備の必要性を指摘されており、平成 28 年度中に医療資機材を

追加配備する予定です。 

 トリアージ後の搬送体制については、救急車の出動、区庁有車、雇い上げ車両等により搬送する計

画ですが、民間救急の活用等の新たな方策も検討してまいります。 

 また、医師会などの関係機関への周知は、区としても説明会の開催などで協力しておりますが、

引き続き周知に努めてまいります。区民への周知については、今後、災害医療検討部会などで医療

救護体制を検討、検証した結果を踏まえ、周知していく予定です。今後も引き続きよりよい医療救護

体制が構築できるよう適切に対処してまいります。 

 次に、災害時要援護者支援個別計画策定の促進についてですが、防災学校は、区民の自助・共助

による防災意識の高揚、自主的な防災活動の促進を図ることをコンセプトとして開校いたします。ま

た、災害時の要援護者の支援者育成については、防災区民組織、事業者、家庭、区民等を対象にした

コースを設定し、その中に現在の防災アドバイザー研修やステップアップ研修を統合、拡充すること

で、支援者の確保、育成に取り組んでまいります。また、今月から今年度の災害時要援護者名簿を各

防災区民組織に配付しており、その際、具体的な体制づくり、個別計画の策定の手順について説明し

ているところです。今後も災害時要援護者の個別計画策定の促進に力を入れてまいります。 

 

◯地域振興部長（堀越明君） 

私からは、ワークライフバランス推進に関するご質問と中小企業への事業承継支援に関するご質問

についてお答えいたします。 

 初めに、ワークライフバランス推進の現状と評価についてですが、区では平成 19 年度から中小企

業ワークライフバランス支援事業を開始し、昨年度までにコンサルティング経費助成企業 26 社、事

業所内育児スペース整備助成７社等の実績となっているところです。事業所内育児スペース整備を

行った事業者の例では、求人募集の際、予想以上の反響があったと伺っており、仕事と子育ての両

立支援の充実とともに、労働力確保に悩む小規模企業の人材確保、定着においても効果があるもの

と考えております。 

 評価につきましては、実際に制度を利用した経営者、従業員双方の視点から満足度などのアンケ

ート調査により行っております。「制度が社内に浸透した」「従業員のモチベーションと生産性が向上

した」などの報告から、ワークライフバランス推進につながったものと認識しているところです。 

 今後も、制度を利用された方の声を把握するとともに、継続した取り組みとなっているかという視

点も入れながら、区内企業のワークライフバランス推進を支援してまいります。 



 次に、区におけるワークライフバランス施策の展開についてです。 

 女性活躍推進法の成立により、区としても女性の活躍を支えるための男性の意識改革などの啓

発事業をより一層促進していく必要があると考えております。介護や子育て等と両立して働く方の

増加など社会環境の変化を見据えながら、行政のさまざまな分野の事業においてさらにワークライ

フバランスの考え方を取り入れ、推進してまいります。 

 また、国の地方創生の中で、雇用の創出と若い世代の出産、子育てについては重要な位置づけで

あり、ワークライフバランスの施策はそれらを進める上で重要な役割があることから、現在策定中の

区の総合戦略においても考え方を示し、積極的に施策を進めてまいります。 

 次に、中小企業への事業承継支援についてお答えします。 

 経営者の高齢化や後継者不在などの問題を抱えている企業に対しては、経営相談や専門家の派

遣などにより、きめ細やかな支援を実施しているところです。 

 具体的には、事業譲渡後の従業員の処遇や残株式の処理等について専門的アドバイスを行うとと

もに、ケースによっては交渉の仲介役など実際のＭ＆Ａの実行支援も行っております。加えて、今年

度から周辺環境に配慮した工場改修や区内移転費用の一部助成等、ハード面からの立地継続の支

援も開始しております。 

 地域経済の活性化には、中小企業が経営資源を次代につないで事業を継続し成長していくこと

が不可欠であると考えており、国や都、商工会議所、金融機関など関係機関との連携も図りながら、

区内企業の実情に合わせた専門的支援の拡充について検討してまいります。 

 

◯都市環境部長（藤田修一君） 

私からは、資源回収の拡充についてお答えいたします。 

 まず、資源回収の促進に向けた今後の取り組みですが、ご指摘のとおり、管理人が常駐していな

いマンションや賃貸住宅などでは、集団回収に参加されていない例が多い現状にあります。そこで、

区では、町会・自治会と連携して、物件の家主や管理をしている業者に対して改めて集団回収の周

知を図り、地元町会などの集団回収への参加を促進してまいります。 

 これにより、集団回収の拡大とともに、町会の組織力強化など、リサイクルを支える地域コミュニ

ティの強化にも貢献できるものと考えております。 

 また、既存の集団回収団体のリサイクル活動に応じた果実が確実に得られるよう、区は、回収業者

の登録と組織化を行い、その情報を回収団体へ提供するなど、支援を強化してまいります。 

 次に、事業系ごみの資源回収についてですが、区では、家庭系ごみの減量とリサイクルに積極的

に取り組み、ごみ量はピーク時の半分程度となっておりますが、これにとどまることなく、より環境

への負荷の少ない資源循環型社会を推進する必要があります。 

 このため、区では、家庭系への対応に加えて、ごみ総量の半分近くを占める事業系ごみの減量と

リサイクルにさらに取り組んでまいります。 

 具体的には、大規模事業所に加えて中規模事業所への排出指導にも新たに着手するほか、小規

模事業所向けの「事業系リサイクルシステム」を回収業者と連携して普及促進し、事業者の負担を軽

減しつつリサイクルの促進を図ってまいります。 

 

＜再質問＞ 

それぞれありがとうございました。２点だけ確認をさせていただきたいと思います。 

防災対策のところでございますが、緊急医療救護所等を含めた災害医療体制についての区民への 

周知ということで、ちょっと聞き取れなかった部分もあるんですが、関係機関と協議をした上で周知



をするということだったんですが、なるべく早い周知が必要かと思いますので、その辺のスケジュ

ール感も含めてもう１回ちょっと教えていただきたいと思います。 

 それから、災害時要援護者のところで、防災学校の中で拡充をされて要援護者支援を取り組んで

いくということでございましたんですが、これは確認ですけども、一般公募も含めたという形で要

望させていただいたので、もう一度その確認をさせていただきたいと思います。 

 

＜再答弁＞ 

◯健康推進部長（矢野久子君） 

１点目の緊急医療救護所の区民への周知についての再質問にお答えいたします。 

 現在、地域防災計画においては、医療救護所として緊急医療救護所、学校医療救護所というもの

が計画されておりまして、緊急医療救護所が発災早期に立ち上げることということになっておりま

す。実際に地域の区民の皆様にどこへ行ったらいいかということに関しては、現在、災害医療検討部

会などで詳しい詰めもしているところですので、できるだけ早期に区民に周知するよう努力してま

いります。 

◯災害対策担当部長（曽田健史君） 

防災学校に関しての一般公募についてお尋ねですので、お答えさせていただきます。 

 防災学校の細部、カリキュラムについてはただいま検討しているところでありますが、今までの防

災区民組織を通じた参加者ということに限らず、一般に広くから、インターネットとかも含めまして公

募して、区民に広く募集していきたいと考えております。 


